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寄贈付SDGs私募債

「地域の医療サポート債」「地域の医療サポート債」
～私たちにいまできること～
新型コロナ感染予防の最前線で働く

医療従事者の皆様に感謝の気持ちを込めて
地域の医療機関へ寄付・寄贈する私募債です。

寄贈先の指定
「地域の医療
　　サポート債」

発行手数料の一部で
　　寄付・寄贈します筑波銀行

医療機関

私募債発行企業

対象のお客様

発 行 金 額

期　　　間

償 還 方 法

寄 付 先

寄付・寄贈額

当行の適債基準を満たし、私募債発行を通じて地域の医療従事者の
応援にご賛同いただける企業

3,000万円以上（1,000万円単位）

原則2年以上5年以内

満期一括償還もしくは定時償還（年2回）

当行営業エリア内の医療機関

私募債発行金額の0.20％の範囲で筑波銀行が寄付します。

※審査の結果、ご希望に沿えない場合がございます

企業経営に関する課題解決のお手伝いをします

筑波総研㈱は「経営革新等支援機関」です。

【相談内容等】
　創業等支援、事業計画作成支援、経営改善、事業承継、M&A、事業再生、生産管理・品質管理、情報化戦略、
　知財戦略、販路開拓、マーケティング

少子高齢化による人手不足等の構造変化やグローバル化、働き方改革など、社会の目まぐるしい変化に
伴い、企業の経営課題も多様化・複雑化しています。
このような状況下においては、中小企業支援の担い手が必要であるとして、国は一定の条件のもとに中小
企業支援機関の認定を行っています。
「経営革新等支援機関」（通称：認定支援機関）は税務や金融、企業財務等の専門的知識や支援に係る
実務経験が一定レベル以上であると国が認定した中小企業支援の担い手であり、安心して経営に関する
相談ができる支援先です。

筑波銀行グループのシンクタンクである筑波総研㈱では、中小企業診断士のほか、経験豊富なコンサルタント
が在籍しており、以下のような多様な経営課題に対し、事業者様のニーズに合わせた課題解決が可能です。
また、弊社からサポートを受けることで、認定支援機関の関与が必要となる各種補助金や税制優遇などの
申請を行うことができます。

経営革新等支援機関とは？

筑波総研㈱は認定支援機関です。

筑波総研㈱のサポートを受けて、事業計画を立ててみませんか？

事業計画策定の目的（参考事例）

サポートを受けて計画策定を行った場合のメリット

・設備投資計画
・事業拡大計画
・コロナ禍からの出口において、経営のスリム化を
図りたい

・全般的に事業を見直したい
・事業承継に向けて今後の10年計画を立てたい
・将来像を「見える化」したい　　 など

■お申込み・お問い合わせ先
　筑波総研株式会社　コンサルティング部
　℡：029-829-7560

筑波総研㈱は、お客さまにより近い関係性をもって
サポートさせていただきます。

お気軽にお問い合わせください。

例１「経営改善計画策定支援事業」
最大200万円を上限に経営改善計画策定等に係る
費用の2/3の補助が可能となります（条件有）

最大20万円を上限に早期経営改善計画策定等に係る
費用の2/3の補助が可能となります（条件有）

例１「経営改善計画策定支援事業」

例２「早期経営改善計画策定支援事業」

事業委託 基金補助

中小企業・小規模事業者

認定支援機関（筑波総研㈱）

経営改善支援センター 中小機構 国

金融機関

①中小企業・小規模事業者と認定支援機関が
　連名で支援申込み
⑤支払申請（計画策定、フォローアップ）

・資産査定
・改善計画策定
・金融支援協議サポート

②

⑦フォローアップ
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